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i-Constructionから
DX（デジタル・トランスフォーメーション）へ
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土研 新技術ショーケース 2020 in 東京
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我が国の財政状況 （一般会計歳出に占める主要経費の割合の推移）

（財務省公表資料を元に作成）※平成12年度までは決算、令和２年度は政府案による。

国債費

地方交付税
交付金等

社会保障関係費

その他
・文教及び科学
振興費

・防衛関係費 等

公共事業関係費

1.7兆 8.2兆 43.4兆 69.3兆 89.3兆 100.9兆 一般会計歳出規模
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【当初＋補正】政府全体公共事業関係費の推移（国費）
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（兆円）

※本表は、予算ベースである。
※平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた「地方道路整備臨時交付金」相当額（0.7兆円）が一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋5.0％）しているが、
この特殊要因を除けば6.4兆円（▲5.2％）である。

※平成23年度及び平成24年度については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※平成25年度は東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）及び国有林野特別会計の一般会計化に伴い計上されることとなった直轄事業負担金（29億円）を含む。また、これら及び地域自主戦略交付金
の廃止という特殊要因を考慮すれば、対前年度+182億円（+0.3％）である。

※平成23年度～令和2年度において、東日本大震災の被災地の復旧・復興や全国的な防災・減災等のための公共事業関係予算を計上しており、その額は以下の通りである。
H23一次補正：1.2兆円、H23三次補正：1.3兆円、H24当初：0.7兆円、H24一次補正：0.01兆円、H25当初：0.8兆円、H25一次補正：0.1兆円、H26当初：0.9兆円、H26補正：0.002兆円、H27当初：1.0兆円、
H28当初：0.9兆円、H28二次補正：0.06兆円、H29当初：0.7兆円、H30当初：0.6兆円、R1当初：0.6兆円、R1補正：0.1兆円、R2当初（案）：0.5兆円（平成23年度3次補正までは一般会計ベース、
平成24年度当初以降は東日本大震災復興特別会計ベース。また、このほか東日本大震災復興交付金がある。）

※平成26年度については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う経理上の変更分（これまで同特別会計に計上されていた地方公共団体の直轄事業負担金等を一般会計に計上）を除いた額（5.4兆円）
と、前年度（東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）を除く。）を比較すると、前年度比+1,022億円（+1.9％）である。なお、消費税率引き上げの影響を除けば、ほぼ横ばいの水準である。
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統合

		

																		（十億） ジュウオク

				年度 ネンド		当初（ＮＴＴ含み） トウショフク		補正 ホセイ		予備費 ヨビヒ		社整特会廃止 シャセイトッカイハイシ		当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ				予算総額 ヨサンソウガク

				2		7,322		799						6,215				66,237

				3		7,705		754						6,590				70,347

				4		8,060		1,829						8,024				72,218

				5		8,460		4,046						8,527				72,355

				6		8,882		1,625						11,146				73,082

				7		9,240		4,977						9,240				70,987

				8		9,618		1,599						9,618				75,105

				9		9,745		781						9,745				77,390

				10		8,985		5,870						8,985				77,669

				11		9,431		2,804		425				9,431				81,860

				12		9,431		2,043		422				9,431				84,987

				13		9,435		1,908						9,435				82,652

				14		8,424		1,544						8,424				81,230

				15		8,097		204						8,097				81,789

				16		7,816		1,087						7,816				82,111

				17		7,531		490						7,531				82,183

				18		7,202		580						7,782				79,686

				19		6,947		456						7,403

				20		6,735

				↓グラフ用に単位を兆円に ヨウタンイチョウエン

				年度 ネンド		当初 トウショ		補正 ホセイ		執行停止 シッコウテイシ		社整特会廃止 シャセイトッカイハイシ		臨時・特別の措置 リンジトクベツソチ		当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ		一般会計に占める割合（当初予算ベース） イッパンカイケイシワリアイトウショヨサン

				2		7.3		0.8								6.2		9.4		66.2

				3		7.7		0.8								6.6		9.4		70.3

				4		8.1		1.8								8.0		11.1		72.2

				5		8.5		4.0								8.5		11.8		72.4

				6		8.9		1.6								11.1		15.3		73.1

				7		9.2		5.0								9.2		13.0		71.0

				8		9.6		1.6								9.6		12.8		75.1

				H9		9.7		0.8								9.7		12.6		77.4

				H10		9.0		5.9								9.0		11.6		77.7

				H11		9.4		2.8								9.4		11.5		81.9

				H12		9.4		2.1								9.4		11.1		85.0

				H13		9.4		1.9								9.4		11.4		82.7

				H14		8.4		1.6								8.4		10.4		81.2

				H15		8.1		0.2								8.1		9.9		81.8

				H16		7.8		1.1								7.8		9.5		82.1

				H17		7.5		0.5								7.5		9.2		82.2

				H18		7.2		0.6								7.8		9.8		79.7

				H19		6.9		0.5

				H20		6.7		0.8

				H21		7.1		1.7		0.7

				H22		5.8		0.6

				H23		5.0		0.3

				H24		4.6		2.4

				H25		5.3		1.0

				H26		6.0		0.3

				H27		6.0		0.6

				H28		6.0		1.6

				H29		6.0		1.0

				H30		6.0		1.6

				R1		6.1		1.6						0.9

				R2		6.1								0.8

																		（十億） ジュウオク

				年度 ネンド		当初（ＮＴＴ含み） トウショフク		補正 ホセイ		予備費 ヨビヒ				当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ				予算総額 ヨサンソウガク

				2		7322		799						6215				66,237

				3		7705		754						6590				70,347

				4		8060		1829						8024				72,218

				5		8460		4046						8527				72,355

				6		8882		1625						11146				73,082

				7		9240		4977						9240				70987

				8		9618		1599						9618				75105

				9		9745		781						9745				77390

				10		8985		5870						8985				77669

				11		9431		2804		425				9431				81860

				12		9431		2043		422				9431				84987

				13		9435		1908						9435				82652

				14		8424		1544						8424				81230

				15		8097		204						8097				81789

				16		7816		1087						7816				82111

				17		7531		490						7531				82183

				18		7202		580						7782				79686

				19		6947		456.488						7403.488

				20		6735.151

				↓グラフ用に単位を兆円に ヨウタンイチョウエン

				年度 ネンド		当初 トウショ		補正 ホセイ		執行停止 シッコウテイシ				当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ		一般会計に占める割合（当初予算ベース） イッパンカイケイシワリアイトウショヨサン

				2		7.322		0.799						6.215		9.3829732627		66.237

				3		7.705		0.754						6.59		9.3678479537		70.347

				4		8.06		1.829						8.024		11.1108034008		72.218

				5		8.46		4.046						8.527		11.7849492088		72.355

				6		8.882		1.625						11.146		15.2513614844		73.082

				7		9.24		4.8						9.24		13.016467804		70.987

				8		9.618		1.599						9.618		12.8060714999		75.105

				9		9.745		0.781						9.745		12.5920661584		77.39

				10		8.985		5.87						8.985		11.5683219817		77.669

				11		9.431		2.804						9.431		11.5208893232		81.86

				12		9.431		2.043						9.431		11.0969913046		84.987

				13		9.435		1.908						9.435		11.4153317524		82.652

				14		8.424		1.544						8.424		10.3705527514		81.23

				15		8.097		0.204						8.097		9.8998642849		81.789

				16		7.816		1.087						7.816		9.5188220823		82.111

				17		7.531		0.49						7.531		9.1636956548		82.183

				18		7.202		0.58						7.782		9.7658308862		79.686

				19		6.947		0.456488

				20		6.735151		0.6

				21		7.1		1.7		0.7

				22		5.8		0.6

				23		5		0.5		1.2



・・・補正予算

・・・当初予算

・・・予備費
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14.9





令和２年度予算（国土交通省）

《令和２年度国土交通省関係予算》

１．国費総額
(1) 一般会計 ６兆７，３６３億円（１．１４倍）

公共事業関係費 ５兆９，３６８億円（１．１３倍）
非公共事業 ６，７４４億円（１．１９倍）

(2)東日本大震災復興特別会計 ３，６６２億円（０．７９倍）

２．財政投融資 ２兆４，５５５億円（１．０３倍）

(参考) 財投機関債総額 ４兆８，１５７億円（１．３５倍）

※臨時・特別の措置を含む
※倍率は、前年度「通常分」との比較

《令和２年度予算のポイント（抜粋） 》

（公共事業の効率的・円滑な実施等）

○ 公共事業の効率的・円滑な実施を図るため、適正価格での契約、地域企業の活用に配慮した適切な規

模での発注等に取り組む。併せて、新・担い手３法も踏まえ、中長期的な担い手の確保・育成等に向けて、
国庫債務負担行為の活用等による施工時期等の平準化、新技術導入や ICT 等の活用による i-
Construction の推進、適正な工期設定等による週休２日の実現等の働き方改革に取り組む。

○ また、限られた財政資源の中での効率的な事業執行に向け、地域のニーズを踏まえつつ、情報公開を

徹底して、投資効果や必要性の高い事業への重点化を進めるとともに、地域活性化にも資する多様な
PPP/PFI の推進により民間資金やノウハウを積極的に活用する。

水害対策の推進
6,247億円(1.44)

土砂災害対策の推進
1,309億円(1.38)

防災情報等の高度化の推進
47億円(1.38)

老朽化対策の推進
6,901億円(1.41)

物流ネットワークの強化
4,304億円(1.04)

 i-Constructionの推進
25億円(1.35)

主な項目
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令和２年度補正予算（国土交通省）

《令和２年度一次国土交通省関係予算》 国費 ４３２億円

補正予算国費総額 ４３２億円

補正予算の柱立て

Ⅰ．感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発

Ⅱ．雇用の維持と事業の継続

Ⅲ．次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復
国内に向けた観光需要喚起策 国費１兆６，７９４億円の内数（経産省にて計上）
反転攻勢に備えた観光基盤の整備 国費 １５８億円
海外に向けた大規模プロモーション 国費 ９６億円

Ⅳ．強靱な経済構造の構築
インフラ・物流分野等におけるDXを通じた抜本的な生産性の向上 国費 １７７億円

Ⅴ．今後への備え

《令和２年度二次国土交通省関係予算》 国費 １６９億円

補正予算国費総額 １６９億円

１．地域公共交通における感染拡大防止対策 国 費 １３８億円

２ ．国土交通省におけるテレワーク環境の整備 国 費 ３１億円

令和2年4月30日 成立

令和2年5月27日 閣議決定
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経済財政運営と改革の基本方針2020について

骨子（案） 【令和2年6月22日 経済財政諮問会議】

第１章 新型コロナウイルス感染症の下での危機克服と
新しい未来に向けて

１．新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた現下の経済財政
状況

２．ポスト･コロナ時代の新しい未来

３．感染症拡大への対応と経済活動の段階的引上げ
－「ウィズ･コロナ」の経済戦略

４．「新たな日常」の実現

５．感染症拡大を踏まえた当面の経済財政運営と経済･財政一
体改革

第２章 感染症拡大への対応と経済活動の段階的引上げ
１．医療提供体制等の強化

２．雇用の維持と生活の下支え

３．事業の継続と金融システムの安定維持

４．消費など国内需要の喚起

第３章 「新たな日常」の実現
１．「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化への集中投

資・活用とその環境整備（デジタル･ニューディール）

２．新たな世界秩序の下での活力ある日本経済の実現

３．「人」への投資の強化－「新たな日常」を支える生産性向上

４．「新たな日常」を支える包摂的な社会の実現

５．「新たな日常」を支える地域社会の実現、安全・安心の確保
（１）東京一極集中型から多核連携型の国づくりへ
（２）地域の躍動につながる産業の活性化
（３）激甚化・複合化する災害への対応

目次 【令和2年7月17日 閣議決定】

第１章 新型コロナウイルス感染症の下での危機克服と新
しい未来に向けて

１．新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた現下の経済財政
状況 ― 我が国が直面するコロナのグローバル危機

２．ポストコロナ時代の新しい未来

３．国民の生命・生活・雇用・事業を守り抜く―「ウィズコロナ」の
経済戦略と激甚化・頻発化する災害への対応

４．「新たな日常」の実現

５．感染症拡大を踏まえた当面の経済財政運営と経済・財政一
体改革

第２章 国民の生命・生活・雇用・事業を守り抜く

１．感染症拡大への対応と経済活動の段階的引上げ ―「ウィズ
コロナ」の経済戦略

２．防災・減災、国土強靱化 ― 激甚化・頻発化する災害への対
応

３．東日本大震災等からの復興

第３章 「新たな日常」の実現
１．「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化への集中投資・

実装とその環境整備（デジタルニューディール）

２．「新たな日常」が実現される地方創生

３．「人」・イノベーションへの投資の強化 ― 「新たな日常」を支え
る生産性向上

４．「新たな日常」を支える包摂的な社会の実現

５．新たな世界秩序の下での活力ある日本経済の実現
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2016年度まで実績、2017年度・2018年度は見込み、2019年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値注
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、2015年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、2011年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2011年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2019年度は約56兆円となる見通し（ピーク時から約33％減）。

○ 建設業者数（2019年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（2019年平均）は499万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.1%

499万人
（2019年平均）

472千業者
（2019年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.4%

56兆円
（2019年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲33.3％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

6

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【注意（181004）】
建設投資見通しの数値については、2005年までは名目値、2006年からは実質値で計上している。
名目値→実質値の切り替えのタイミングについて、理由は不明だが、ＧＤＰの取り方が名目から実質に変わったタイミングではないかと推測される。
課長まで相談の上、今までも名目・実質混在の資料を使ってきた点、投資額のピークが84兆円であることはみんなの頭にインプットされていることを勘案し、
引き続きこの資料を使用することとした。
付表４参照



産業別就業者の平均年齢の推移
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総務省「労働力調査」をもとに国土交通省で推計 7



建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移

（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業男性
全労働者

建設業男性
生産労働者

（千円）
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建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

全産業男性労働者

2012年 2018年 上昇率
建設業男性生産労働者 3,915.7 4,624.5 18.1%
建設業男性全労働者 4,831.7 5,713.3 18.2%
製造業男性生産労働者 4,478.6 4,764.1 6.4%
製造業男性全労働者 5,391.1 5,601.6 3.9%
全産業男性労働者 5,296.8 5,584.5 5.4%
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425 

3,953 

72 

165 

1,106 

3,129 

4,450 

659 

2,735 

3,356 

3,330 

0 2,000 4,000 6,000 8,000

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

週休２日対象工事

○直轄工事において、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施している。
○R6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進
する。

週休２日工事の実施状況（都道府県・政令市(計67団体)）

週休２日の推進に向けた取組

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
公告件数(取組件数) 824(165) 3,841(1,106) 6,485(3,129) 7,780(4,450)

実施率 20.0% 28.7% 48.2% 57.2%

週休２日工事の実施状況（直轄）

4,450件
(R1年度)

発注者指定方式

受注者希望方式

交替制モデル工事

3,841
実施件数6.7倍 対象件数4.7倍

824

6,485
実施件数2.8倍 対象件数1.7倍

7,780
実施件数1.4倍 対象件数1.2倍

■工事成績評定による加点
４週８休を実施した工事について、「工程管理」の項目において加点評価

4週6休 4週7休 4週8休以上
労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04
共通仮設費率 1.02 1.03 1.04
現場管理費率 1.03 1.04 1.06

■週休2日の実施に伴う必要経費を計上
• Ｒ２年度より、共通仮設費、現場管理費の補正係数を見直し、必要経費
を計上する試行を継続。

• 受注者希望方式の積算方式も、発注者指定方式と同様に当初予定価格
から4週8休を前提とした経費の積算を行う。

休日率 4週6休以上
7休未満

4週7休以上
8休未満 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

■週休2日交替制モデル工事の試行
• R１年度より、現場閉所が困難な維持工事等において、工事従事者が交替
で週休2日を確保するモデル工事を試行。達成状況に応じて労務費を補正。

※現場施工体制(技術者・技能労働者)の確保に特別な費用等が必要となる場合は協議

週休２日の実施により、現状より工期が長くなることに伴う必要経費に関する補正

※R1年度件数は、港湾空港関係が集計中のため速報値

■H29年度：実施済３９団体
■H30年度：実施済５６団体
■Ｒ１年度：実施済６６団体

令和2年度は、原則全ての工事を「週休2日対象工事」として公告。 9



●公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律 概要

背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立
〇「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間

労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性
〇建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促

進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性
〇公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な
役割

〇全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興の
ため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

法案の概要

【基本理念】
災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ
円滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者間の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収の活用

１. 災害時の緊急対応の充実強化

【基本理念】
適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する
者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の
適正な整備への配慮
【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

２. 働き方改革への対応

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、
債務負担行為・繰越明許費の活用による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注
見通しの作成・公表等

③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

３. 生産性向上への取組
公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）に

ついて広く本法律の対象として位置付け

４. 調査・設計の品質確保

(1)発注者の体制整備
① 発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
② 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等

５. その他

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理
【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、基本方針や発注者共通の運用指針を改正

＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.7   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.14  公布・施行
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント
運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成（令和２年）

各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ
国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて毎年調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

実
施
に
努
め
る
事
項

①予定価格の適正な設定
②歩切りの根絶
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
④施工時期の平準化【新】
⑤適正な工期設定【新】
⑥適切な設計変更
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

工事 測量、調査及び設計【新】

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
③履行期間の平準化
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的

な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害
対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用
②現地の状況等を踏まえた積算の導入
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携 11



 余裕期間制度の活用により、例えば、受注者が工事開始日や工期末を選択しやすくなるなど、受注者は人材や資機材の調
整を行いやすくなるため、工事の円滑な施工が見込まれます。

 通常、大規模な工事で工期が複数年にわたる場合は、債務負担行為を設定することにより、複数年にわたる契約が締結さ
れますが、工期が１２ヶ月未満の工事でも、債務負担行為を設定することにより、年度をまたいだ契約を行うことが可能
になります。

債務負担行為の活用 （さ）

柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用） （し）

 債務負担行為を活用して複数の年度にまたがる契約を行うことにより、年度当初の閑散期（４月～６月）においても工事の
施工が可能になり、施工時期の平準化につながります。

 また、ゼロ債務負担行為※ を設定することにより、次年度当初から工事に着手でき、出水期までに施工が必要な工事な
どへの対応が可能になります。 ※主に補正予算で、年度内に契約まで済ませるが、支払いはゼロである債務負担行為

 年度末に工期末が集中しないよう上半期（特に４～６月）の執行率（契約率）の目標を設定し早期発注を目指します。

 発注前年度のうちに設計・積算までを完了させることにより、発注年度当初に積算単価を更新するだけで速やかに発注手
続を行うことができます。

積算の前倒し （せ）

早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表） （そ）

 発注の見通しの公表により、受注者が人材や資機材を計画的に準備でき、円滑な施工が見込まれます。

 悪天候や用地の関係など、年度内に支出が終わらないやむを得ない事由が発生した場合には、年度末を待つことなく、速や
かに繰越手続を開始することにより、受注者は、年度内の完成を早期に見直すことができ、余裕をもって人材・資機材のや
りくりを行えるようになります。

速やかな繰越手続 （す）

○平準化を進めるに当たっては、以下の㋚～㋞の取組が有効であると考えられます。

㋚ 債務負担行為の活用、㋛ 柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）、㋜ 速やかな繰越手続
㋝ 積算の前倒し、㋞ 早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表）

平準化の促進に向けた取組（『さ・し・す・せ・そ』の推進）
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施工時期の平準化の拡大

全国平均（都道府県）：0.75

平準化率 0.8以上

平準化率 0.7～0.8

平準化率 0.6～0.7
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33
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28 29 29
11

9 28 13 15 32
11

～0.4 0.4～0.5 0.5～0.6 0.6～0.7 0.7～0.8 0.8～

※平準化率の定義：４～６月期の工事平均稼働件数／年度の工事平均稼働件数

※平準化率は、「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ・テクリスセンター」に登録された工事（１件当たり500万円以上）を団体区分毎に全ての工事を足し合わせて算出（データ抽出時点：令和元年５月18日）（一部未登録の地方公共団体あり）

平準化率の区分

○ R1年６月の品確法改正、R2年１月の品確法運用指針改正を受け、発注機関別に施工時期の平準化の進捗・取組状況につ
いて、他の発注者の状況も把握できるように公表し「見える化」。

○ 地域発注者協議会の取組として、地域平準化率（地域ブロック単位、県域単位）を新・全国統一指標とし、達成目標や毎年
度の進捗状況等の公表を予定。

○ 先進事例の共有に加え、取組が遅れている市町村にフォローアップを行うなど、全ての発注者に取組を促して全体の底上げ
を図る。

※県域単位：各都道府県管内の
都道府県、市区町村発注の
全ての工事を足し合わせて算出

「一般財団法人日本建設情報総合センターコリンズ
・テクリスセンター」登録データを活用

対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率（件数）＝
（4～6月期の工事平均稼働件数）

（年度の工事平均稼働件数）

都道府県の平準化率の状況 各地域における平準化率別の市区町村の構成割合
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平準化に関する主な取組状況

2

9
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都道府県・指定都市 人口10万以上

全67団体 全262団体（市区）
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越
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施

924

37

28

9

155

7

16

25

9

8 2

5 1 8

19
3

226

12

6

1415

7

13

18

1421

14 24
36

51151

10％以上

５～10％
１～５％

１％未満

割合未回答

未設定

４月～10月
初承認

11月～12月
初承認

その他

未設定

10％以上

５～10％
１～５％

１％未満

割合未回答

未設定

都道府県・指定都市 人口10万以上

全67団体 全262団体（市区）

 「見える化」では、全ての地方公共団体におけるゼロ債務負担行為や繰越手続等について、設定割合や実施時期など、
具体的な取組状況をデータ化して公表

 平準化に関する取組は都道府県・指定都市では一定程度進展してきており、今後は、特に人口１０万以上の市を中心
に、都道府県等をはじめ優良な事例等を周知しつつ、取組の改善と充実を促していくことが重要

※人口10万未満の市区町村においては実施291団体（約20%）

※人口10万未満の市区町村においては実施126団体（約９%）

※人口10万未満の市区町村においては実施198団体（約14%）

※人口10万未満の市区町村においては実施479団体（約33%）

10％以上

５～10％
１～５％

１％未満

割合未回答

未設定
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全国統一指標の新たな設定方針

○令和元年品確法の改正に伴い、工事だけでなく測量、調査及び設計を含めた「新たな全国統一指標」を

設定し、取組を強化していく。

○これまでの取組状況等も踏まえ、地域ブロック毎に「地域独自指標」を設定し、取組を推進する。

①地域平準化率（施工時期の平準化）
国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した平準化率（地域ブロック単位・県域単位で公表）
※地域平準化率の内訳となる各発注機関別の平準化率（H30実績、参考値）を併せて公表

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
国等・都道府県・政令市の発注工事に対する週休２日対象工事の設定割合
（地域ブロック単位・県域単位で公表）
※週休２日対象工事：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、

現場閉所・交代制を問わずに４週８休以上の確保を促進するための工事

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）

工事

測量、調査及び設計（業務）

①地域平準化率（履行期限の分散）
国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合（地域ブロック単位・県域単位で公表）

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・政令市の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表） 15



今後のスケジュール

５月以降 発注者協議会において以下を検討
○新・全国統一指標：基準値（R1実績値）、目標値等
○地域独自指標：項目、基準値（R1実績値）、目標値等

5/20 新・全国統一指標の決定（本省発表）

※公表イメージとして、H30実績の地域平準化率（工事）を添付

Ｒ２．秋以降 発注者協議会において上記について決定し、公表
（予定）

※指標の実績値について、毎年度公表予定

4/30 施工時期の平準化の進捗・取組状況を「見える化」（本省発表）

※公表資料：https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000689.html

「さしすせそ」事例集：https://www.mlit.go.jp/common/001344013.pdf
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i-Construction ～建設業の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査
に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工） 17



ＩＣＴ土工と従前の作業比較

丁張りが必要

従前（丁張り必要） ＩＣＴ土工（丁張り不要）

3次元設計データにより
自動制御等が可能

18



直轄工事におけるICT施工の実施状況

○ ICT施工の対象工種を年々拡大。直轄工事のICT施工の実施件数、公告件数に対する割合とも増加してお
り、2019年度は公告件数の約８割で実施。

工種

2016年度 2017年度 2018度 2019年度

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０ ２，２４６ １，７９９

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０ ３４０ ２３３

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７ ６３ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８ ３９ ３４

地盤改良工 － － － － － － ２２ ９

合計 １，６２５ ５８４ ２，１７５ ９１２ １，９４７ １，１０４ ２，３９７ １，８９０

実施率 ３６％ ４２％ ５７％ ７９％

単位：件

「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。

＜ICT施工の実施状況＞
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都道府県等におけるICT活用工事の実施状況

○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数が3,970件、実施件数は1,136件といずれも前年度より増加。
○ 令和元年度よりi-Construction大賞に地方公共団体部門を設置し、各自治体の優れた取組を表彰、共有。

ICT利活用セミナー

令和元年度 i-Construction大賞 大臣賞
静岡県ふじのくにi-Construction推進支援協議会

＜令和元度実施件数上位１０件＞

※各都道府県報告を元に国土交通省整理

上位10 都道府県 実施件数

1 静岡県 120

2 兵庫県 103

3 宮城県 87

4 三重県 85

5 長野県 69

6 京都府 55

7 群馬県 50

8 北海道 38

9 茨城県 35

10 宮崎県 30

＜都道府県・政令市におけるICT土工実施状況＞

工種

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６

なお、実施件数が５件未満の都道府県は１１府県存在
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【建設業界等による連携体制の取組み（中部地整）】
アドバイザー制度を活用して、ICT施工初心者(企業)に対する啓発活
動及び3Dデータに対応できる「技術者の育成」

ICT施工の普及拡大に向けた課題と対応策

○ ICT施工の普及拡大に対しては、費用面への不安、役員・職員の理解度不足等が課題。
○ 積算基準の見直しや簡易型ICT活用工事等費用面への対応、経営者向け講習会の実施、更に一部地域で

は、業界主体でICT施工未経験企業へのアドバイスを行う取組等を推進。

■ＩＣＴ施工の普及拡大への取組■ＩＣＴ施工の普及拡大への課題

〇投資環境・ＩＣＴ施工への理解・人材育成に対する取組み
・中小規模工事でも採算がとれるよう、工事受注者へアドバイス
・経営者向けの講習会の実施
・各地整での講習会の実施（施工者・発注者向け）

○ICT施工を中小企業に普及させるための課題は費用面に関する

不安感がある。

➣投資環境

「ICT建機」や「測定機器」が高額なため、中小規模工事での

導入コストの投資に見合わないことや、工事での採算性に不安

がある。

➣費用面

ICT施工に必要な機材の初期コストや建設機械が高い。

➣ICT施工への理解度不足や人材育成

企業役員・職員の理解不足

企業職員に３次元に係る人材がいない。

契約企業、建設業協会意見聴取結果【中国地整】

〇費用面に対する取組み
・積算基準の見直し（間接費に３Ｄ出来形管理費用を計上）
・簡易型ＩＣＴの活用（ＩＣＴ建機を使わなくＩＣＴ活用工事として費用計上）
・３Ｄ測量や設計などＩＣＴ施工に関するサポート費用の計上
（「中国 Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ」「ICT専任講師制度（四国地整）」）

費用面に関する
不安

理解度不足、
人材育成
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研修事業の実施

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度
施工業者向け 281 356 348 441
発注者向け 363 373 472 505
合計※ 644 729 820 946

■i-Constructionに関する研修

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

■見学会の状況

ＩＣＴ建設機械の説明見学会開催状況（全景）

○ICT施工の未経験者への普及拡大及びICT施工の知見を深めるため、各地方整備局において定期
的に施工業者及び発注者向けの研修や現場見学会等を実施している。

22



簡易型ＩＣＴ活用工事の新設

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元
データ活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○地域企業へICT活用拡大を図るため、工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったとこ

ろを、一部段階で選択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入。

○その際、3次元データの活用に重きを置き、各段階で費用に適切に反映。

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

3次元起工測量

【簡易型ICT活用工事】

3次元データ
の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

【簡易型ICT活用工事の概要】

必須項目
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ＩＣＴ施工における積算基準の拡充

発注者

OK

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設計・
施工計画

３次元設計データ等
を通信

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）見積のバラツキ 見積のバラツキ 経費の乖離

共通仮設費
（技術管理費）

直接工事費
（賃料）

・ 保守点検費
・ システム初期費

賃料の地域差

項 目 計上項目 積算方法
① 3次元起工測量 共通仮設費 見積徴収 による積上げ
② 3次元設計データ作成 共通仮設費 見積徴収 による積上げ

③
ICT建機施工 直接工事費 損料または賃料
（保守点検） 共通仮設費 算定式 による積上げ
（システム初期費） 共通仮設費 定額 による積上げ

④ 3次元出来形管理 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）
⑤ 3次元データ納品 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）

その他 社員等従業員給与手当
や外注経費等 現場管理費 率計上（通常工事と同率）

積算方法の改定
見積徴収
見積徴収
市場の単価を反映
算定式
定額
補正係数の設定
補正係数の設定

補正係数の設定

現 行 改定（案）

※直接工事費 約１億円の河川工事の場合、
工事価格 約153百万円→約155百万円（約200万円:1.3%)増

⑤
3次元
ﾃﾞｰﾀ
納品

ICT施工のフロー

（ICT建機賃料の改定含む）

共通仮設費
補正 1.2

現場管理費
補正 1.1

工 事
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度

(予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT構造物工

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工
（港湾）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

ICT路盤工

IＩＣＴ海上地盤改良工
（床掘工・置換工）

25

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
各年度の実施件数を確認

実施されることが多い工種及び現場実装可能なICTが存在する工種をターゲットに工種拡大
特にH28～H30

H31(R1）からは一つの工事で施工される可能性の高い工種について拡大

新たに現場の要望を踏まえた工種拡大にも着手





BIM/CIM活用状況

○ 2012年度から橋梁、ダム等を対象に3次元設計（BIM/CIM）を導入後、CIM導入ガイドラインの整備等を進
め、2018年度には大規模構造物詳細設計にBIM/CIM原則適用、2019年度には詳細設計のBIM/CIM成果
が存在する工事についても原則適用とするなど、取組を推進。

○ 加えて、2019年度に全国10カ所の河川国道事務所等をi-Constructionモデル事務所に指定し、BIM/CIM活
用を加速。
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132121

工事
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原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

BIM/CIMの原則適用にむけて

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用（※） 全ての詳細設計・

工事で原則適用
全ての詳細設計・
工事で原則適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外
（小規模を除く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用（※） 全ての詳細設計・

工事で原則適用
― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）令和２年度に３次元モデルの納品要領を制定予定。本要領に基づく詳細設計を「適用」としている。

○ 2023年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、段階的に適用拡大。

○ 従前から検討してきた「一般土木」「鋼橋上部」の進め方については、下表を予定。

○ 他工種の進め方、詳細設計より前工程からの３次元データの利活用については、業界団体等とも協議の上、

追って整理。
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新技術開発・導入の取組み ～生産性向上のための処方箋～

新技術の開発が進みにくい理由とその対応

１．どんな新技術が求められているかが不明
>> ① ニーズ・シーズのマッチング

２．どんな新技術があるのか、信頼性があるのかが不明
>> ② NETIS登録

３．建設市場で使われるのか、市場が広がるのかが不明
・規模のメリットがないと、高価なため使われない

>> ③ 新技術活用の原則義務化
>> ④ 生産性向上チャレンジ工事

・さらに広がる仕組み作りが必要
>> 必要に応じ、基準類の改定を検討

４．開発費用を要する
>> ⑤ PRISMによる革新的技術の公募・試行
>> ⑥ 革新的社会資本整備研究開発推進事業
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NETIS登録 ～公共工事等における新技術活用システム～

（件数：R2.7時点）

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価
し、技術開発を促進していくためのシステム（2001年度より運用）。

活用 事後評価
技術の成立性や活
用効果等を5件以上
の活用結果に基づ
き評価

公共工事等において、施
工条件等に適した新技術
を活用

登録
公共工事等に関する、
実用化された技術を
申請、登録

テ
ー
マ
設
定

現
場
実
証

技
術
比
較
表
作
成
・公
表

現場活用を迅速化する取組の強化（2016年から）

公
募

・年間約6,100件（43%)の
直轄工事で活用

・活用延べ新技術数は、年
間約22,000技術

各地方整備局技術事
務所等にて受付

更
な
る
技
術
の
開
発
・改
良

技
術
開
発
成
果
（
有
用
な
技
術
）の
普
及

技
術
の
開
発
・実
用
化

NETIS
（申請情報）
約3,000件

ＮＥＴＩＳ
（評価情報）
約900件

有
用
な
技
術
の
積
極
的
な
活
用迅速化

技術のスパイラルアップ

公共工事等における新技術活用システム

新技術データベース
『ＮＥＴＩＳ』
Web上で情報提供
http://www.netis.mlit.go.jp

リ
ク
ワ
イ
ヤ
メ
ン
ト
設
定
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新技術活用の原則義務化

【目的】
直轄工事において、ICT活用を推進するとともに、新技術の活用促進と新たな技術開発の活性化の好循環を起こ
し、生産性向上や激甚化・頻発化する災害への対応、最新技術を活用する産業として担い手確保等に資すること。

【対象とする新技術】
１）ICT活用工事、BIM/CIM活用工事に適用する技術
２）NETIS登録技術
３）NETISテーマ設定型の技術比較表に掲載されている技術
４）新技術導入促進（Ⅱ）型により活用する技術
５）新技術ニーズ・シーズマッチングにより現場実証し、従来技術と同等以上と確認できた技術

【活用方法】
①ICT活用型
・ICT活用工事やBIM/CIM活用工事として発注。

②発注者指定型
・工事公告時に発注者が新技術を個別指定して活用する。

③発注者指定型（選択肢提示型）・・・新設
・工事公告時に、特定のテーマに関する複数の新技術を提示。契約後、施工者が新技術を選択して活用する。

④施工者選定型・・・新設
・①～③のいずれでもない場合は、受注者は、対象とする新技術からいずれかを選定して活用する。

新技術名称 NETIS番号 備考

○○工法 KK-○○○○-VE

③：新技術リスト（例）
【テーマ】工事写真管理の生産性向上に資する技術

令和２年度から直轄工事において新技術の活用を原則義務化した。
※対象工事：一部を除く直轄土木工事。ただし、適用が困難と判断される工事は対象外。
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生産性向上チャレンジ工事

○ 工事契約後の施工段階において、受注者が実施する施工手順の工夫等、生産性向上（省人化等）に資す
る取組の実施を推進するとともに優れた取組について事例集を作成し横展開

○施工計画書で位置づけられた生産性向上に資する取組は、工事成績評定において、考査項目別運用表
主任技術評価官の創意工夫として、効果等を勘案し、優位に評価する

○取組拡大に向けて、試行要領の改定について検討中。また、取組事例集を作成中。

施
工
計
画
の

提
出

契

約

施

工

入

札

工

事

成

績

評

定

■実施手順

横
展
開
す
べ
き

技
術
の
確
認

生産性向上に関する取り組みについて
①取り組みの内容
②期待される効果等を位置づけ（※）

成績評定で優位に評価

■取組事例集

※取組事例集は、
現在作成中
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＜スケジュール＞
2020年7/7～8/7  公募期間
2020年8月中下旬 書類審査・ヒアリング
2020年9月中旬 審査結果の公表・通知
2020年10月中旬 契約締結
＜応募要件＞
 以下を含むコンソーシアム（予定者を含む）
 国交省等の発注工事を受注している建設業者
 IoT・AI等関連企業等（建設業者以外の者）

 提案内容は、2020年度に現場で試行
 取得データはクラウド環境等により、随時、発注者等と共有

＜技術提案内容＞
Ⅰ．AI、IoTを始めとした新技術等を活用して施工の労働生産性の向上を図る技術

• 土木又は建築工事の施工にあたり、AI、IoTを始めとした革新的技術を活用し、以下の①～
③により労働生産性の向上(作業の高度化、作業員の省人化、施工時間の短縮、休日の拡
大等を指す。) を図る技術の提案を求める。

Ⅱ．データを活用して品質管理の高度化等を図る技術
• 土木工事の施工にあたり、データを取得し、当該データを活用することにより現行の品質管理
手法を代替することができると見込まれる技術（現行基準における試験方法や数値等の代替
手法、監督・検査・確認の代替手法、書類の削減・簡素化及びこれらを通じて品質自体の信
頼性を高める手法等を含む。）の提案を求める。ただし、当該手法を現場実装する際に、国
土交通省が規定する各種基準が隘路になっているものに限る。

＜経費＞ 人件費・機械費・情報通信費・設備費・広報費・その他経費等に充当

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

• PRISM（官民研究開発投資拡大プログラム）の一環でAI、IoTを始めとした新技術や建設現場から得られるデ
ジタルデータを活用し、建設現場の生産性向上や品質管理の高度化等を図るための革新的技術を公募。

①作業員や建設機械・車両の位置・動きの分析等を通じた作業支援
②周辺の交通状況等の認知・判断等を通じた交通誘導の支援(単なる工事用信号機の開発は対象外)
③新型コロナウイルス等の感染リスクのある対面・書面による接触機会(受発注者間の連絡調整等)のデジタル化

建設・更新モデルプロジェクト

【データの共有化（４D再現化）】

クラウドシステム

※機材、資材、作業員毎
に、時間、位置、作業量
等をデジタルデータ化し、
新技術を活用することに
より省人化、効率化等を
試行

建設会社

AIIoT
ロボット

ＩＴ企業等
建設コンサルタント・
測量・調査会社

専門工事
会社

発注者

研究開発費研究開発費

マネジメント
WG
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ステレオカメラ撮影画像による配筋検査の効率化（R1年度試行技術の一例）

〇ステレオカメラで計測したリアルタイムの鉄筋間隔・鉄筋径をBIM/CIMデータと比較することに
より、その場での合否判定を可能にする等、出来形計測の効率化を実現

○令和元年度のPRISMの試行では、配筋検査に係る時間が従来の検査と比較し約３０％短縮

クラウド活用による検査結果の共有

１回７秒程度で測定

ステレオカメラ（イメージ）

測定状況

撮影映像（イメージ）

・現地で撮影するだけで、測定結果
をリアルタイムにクラウドに保存

・遠隔での検査やCIMデータを活用し
た合否判定も可能

従
来

技
術
導
入
後

測定状況１回５分程度で測定

現地で野帳等に記録した測定
結果は事務所にて帳票へ入力

CIMデータを活用した合否判定 33



革新的社会資本整備研究開発推進事業について（新設：平成30年度二次補正）

○国土強靱化や戦略的維持管理、生産性向上等を中心としたインフラに係る革新的な産・学の研究
開発を支援し、公共事業等での活用を推進するため、国立研究開発法人において政府出資を活
用した研究委託制度を創設

国
立
研
究
開
発
法
人

研究課題（※1）

○テーマ
国土強靱化、生産性向上等に資す
る革新的技術

○研究委託費
５億円以内／課題

○研究期間
５年以内（研究終了後15年以内に
返済）

○その他
研究成果は、技術基準や設計仕様等
へ反映し、公共事業等での活用を図る

研
究
開
発
の
提
案
者

制度スキーム

※企業、大学等に
産学連携、産産連
携の枠組みを想
定

国
政府出資研究成果

の活用

返済額・成果利用料（※2）

○研究が完了し成果が実用可能と評価さ
れた場合

→研究委託費の全額を返済
＋売上に応じた成果利用料を納付

○成果が実用不可能と評価され研究を中
止した場合

→研究委託費の30%または50％を返済

3年目ステージゲート審査で中止：30%
最終年ステージゲート審査で中止：50%

研
究
期
間

成
果
の
実
施

①研究課題（※1）設定・公募

④成果報告

⑤達成状況評価

⑥返済（※2）

⑦成果利用料の納付（※2)

②応募

③選定、委託契約（毎年度）
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高度な防災情報 新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 新しいインフラ社会
３次元化された都市データと洪水予測を
連携した防災情報の提供により、住民が直
感的にとるべき行動を理解することにより、
住民主体の避難行動等を支援。

出典：荒川下流河川事務所

地図・地形データ

気象データ

交通（人流）データ 防災データ

新技術 官民データ

エネルギーデータ

施設・構造物データ

出典：qzss.go.jp

出典：日立HP

出典：松阪市HP

国土交通データプラットフォーム

インフラと交通データの連携で移動ニーズ
に対し最適な移動手段をシームレスに提
供する等、新たなモビリティサービスの実現。

出典：東急建設株式会社

インフラ自体が情報を持つことで通行者
への影響を最小限にする施工や、維持管
理が高度化されるインフラ社会の実現。

〇「i-Construction」の取組で得られる3次元データを活用し、さらに官民が保有する様々な技術や
デジタルデータとの連携を可能にするプラットフォームの構築により、新たな価値を創造。

出典：トヨタ自動車 e-palette

国土交通データプラットフォームで実現をめざすデータ連携社会
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〇産学官の多様な主体から、データプラットフォームの利活用方策の提案等を行っていただくため、
国土交通データ協議会を設置。（令和2年8月末時点で100者以上が参加）

○加えて、新たな価値の創造を目指しオープンデータチャレンジの開催等を企画し、データプラット
フォームの幅広いデータ連携や活用に向けた取り組みを推進。

＜国土交通データプラットフォーム
の活用が想定される分野＞

建築物やインフラ等の3次元
データに、歴史やイベント情報等
を付与することで、リアリティのあ
るＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現
実）体験が可能となり、ゲーム業
界との連携などが期待。

〇観光振興の推進

〇物流の効率化

標高や都市構造物データに、
物流・商流に関するデータを組
み合わせることで、例えば、ド
ローンによる荷物配送の検討な
ど物流の効率化が期待。

〇都市環境の改善
都市構造物データに、リアルタ
イムな気象データ等を連携する
ことにより、熱中症に関する予
報等のサービス提供への活用
が期待。

※国土交通データプラットフォームHP
http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000066.html

維持管理

バリアフリー

国土交通データプラットフォーム

自動運転

防災
シミュレーション

MR技術

スマートシティ

観光・レジャー

出典：経済産業省ウェブサイト

出典：ESRIジャパンウェブサイト
（風況シミュレーションのイメージ）

国土交通データプラットフォームの利活用促進

36



○インフラ（施設）の諸元や点検結果に関するデータ、全国のボーリング結果等の地盤データの合計約22万件の国土に関
するデータを地図上に表示し、検索、ダウンロードを可能とした「国土交通データプラットフォーム1.0」を令和2年4月24日
に一般公開。同年9月8日に連携データを拡充（国土交通データプラットフォーム1.1）

○今後も有識者や利用者からの意見・要望を聞きながら、データ連携の拡大やシステムの改良を推進。

3次元データ（点群データ）の表示機能

地図上に3次元データ

（点群データ）と工事
の概要情報を表示

アイコンをクリック
するとダウンロード

PF1.1で追加したデータ（R2.9.8)

FF-Data（訪日外国人流動データ）
○ FF-Data（訪日外国人流動データ）
訪日外国人の国内での移動がわかる
データ

○全国幹線旅客純流動調査
幹線交通機関における旅客流動の実態
調査結果

○地理院タイル
近年発生した災害情報の写真等及び背
景地図

○東京都ICT活用工事データ
東京都が行った工事での点群データ

出発地から目的地ま
での移動手段別に曲
線として表示

地図上での表示・検索・ダウンロード機能

国土交通データプラットフォームの一般公開
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更なる生産性向上に向けて

○普及拡大と人材育成
• 地方自治体発注工事へのICT活用拡大を図る各

種サポート体制の充実
• 地方整備局に人材育成センターを整備し、3次元

データ活用のための受発注者向け研修プログラ
ムを実施

• 構造物のモジュール化に向けた、価格以外の要
素を考慮したコンクリート工の工法選定検討

• 地域平準化率目標の設定と取組が遅れている市
町村等へフォローアップ

2020年度の主な取り組み

○新技術・デジタルデータの活用拡大
• ICT舗装修繕工の実施、構造物の施工管理やメ

ンテナンスへの３Dデータの適用等、維持管理分
野の取組への展開

• R5までの小規模を除く全ての公共工事における
BIM/CIM原則適用に向け、現場、研究所、企業、
大学との連携強化

• 大容量データを本省、地整、研究所間等で活用
するための通信環境整備

• 人力施工をサポートするアシストスーツの導入検
討や現場の人と機械の動きの分析を通じた作業
支援などAI・IoTをはじめとした技術開発の促進

 施工時期等の平準化

 ｢土木構造物設計ガイドライン」を改定し、プレキャスト製品の活用
を明記

 規格に応じたプレキャスト拡大策の実施

 全体最適の導入（ｺﾝｸﾘｰﾄ工の規格の標準化等）

 国庫債務負担行為の拡大
 「地域平準化率」の見える化 等

 ICTの活用拡大

2016年度～2019年度までの取り組み

 新技術の開発・導入
 ニーズ・シーズのマッチングを実施
 建設現場のデータのリアルタイムな取得・活用などを実施するモ

デルプロジェクトの実施

 普及・促進施策の充実
 i-Construction大賞（大臣表彰制度）に地方公共団体部門やベン

チャーの優れた取組を表彰
 受発注者向け研修の実施や、経営者向け講習会の実施

 3次元データの収集・利活用
 i-Constructionモデル事務所の指定
 基準類整備によるBIM/CIM活用の拡大
 国土交通データプラットフォーム1.0一般公開

 土工、舗装工・浚渫工・i-Bridge(試行)、建築分野（官庁営繕）・河
川浚渫等、地盤改良工、付帯構造物設置工等へ導入するとともに、
これらを適用する「ICTーFull活用工事」を実施

38



【新型コロナウイルス対策】 直轄工事・業務における対応

政府の基本的対処方針（抄）
新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和２年４月 16 日変更）

○河川や道路などの公物管理は、社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を
維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続を要請されている。

○政府の基本的対処方針において、公共工事及び河川や道路などの公物管理は、継続が求められ
る事業に位置づけ

○国土交通省直轄工事では、
・緊急事態宣言対象地域内においては、受発注者間で一時中止措置等について協議を実施
・緊急事態宣言対象地域外においては、受注者から一時中止等の申し出があった場合、
その申し出を尊重し、一時中止等の措置を実施

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について
（令和２年４月７日）

（緊急事態宣言対象地域内）

○受発注者による協議の結果、受注者から工事等の一時中止や工期又は履行期間の延長（以下「一時中止
等」という。）の希望がある場合には、受注者の責めに帰すことできないものとして、契約書に基づき工事等の
一時中止や設計図書等の変更（以下「一時中止措置等」という。）を行う。

（緊急事態宣言対象地域外）

○対象地域外における工事等について、受注者から一時中止等の希望の申出がある場合には、緊急事態宣言
発令地域内に準じた措置を行う。 39



日付

工事 業務

一時中止等
の件数

割合 全件数※1 一時中止等
の件数

割合 全件数※1

緊
急
事
態
宣
言
中

※

2

対象地域が
全国へ拡大前

4/10時点 約100件 （2%） 約6,000件 約600件 （15%） 約4,000件

対象地域が
全国へ拡大後

4/30時点 約280件 （4%） 約7,000件 約940件 （14%） 約6,500件

緊急事態宣言 解除後 7/28時点 全ての工事・業務が再開

※1：国土交通省調べ
・【4/10時点の全件数】検索条件：4/8時点で契約中である工事・業務、検索時点：4/10
・【4/30時点以降の全件数】検索条件：それぞれの時点で契約中である工事・業務、検索時点：それぞれの時点

○国土交通省直轄工事では、受注者から申し出がある場合に、一時中止等の措置を行うこととしており、緊急事
態宣言が全国に拡大された後の４月３０日時点で、直轄工事全体の４％で一時中止を行っていた。

○その後、感染拡大防止対策をとった上で工事を再開する動きとなっており、７月２８日時点で全ての工事・業務
が再開している。

国土交通省直轄工事・業務における一時中止等の状況

※2：緊急事態宣言の期間
4月7日～4月15日：対象区域が埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県
4月16日～5月13日：対象区域を全国に拡大。
その後、5月14日、21日と段階的に解除を行い、5月25日に解除宣言。 40



現場で実施された様々な取組への支援

「３密」の中での打合せ
⇒現場事務所の拡張

シールドヘルメットインカム

労働者宿舎（↑外観、
→共用スペース）

⇒近隣宿泊施設の確保

サーモグラフィー体温計

Webカメラを活用した
遠隔による現場確認

○ 直轄工事・業務では、感染拡大防止のため、「3密」の回避や遠隔での現場確認など、必要と認められる対策に
ついて、精算時に契約変更を実施。

※以下の例に限らず、受発注者の協議により設計変更の対象となることもあるため、様々な工夫を期待（契約額に大きく関わる対策は前広な協議を）

（設計変更の対象とする対策の例）

作業時のマスク着用

消毒液の設置
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新型コロナウイルスをきっかけとした社会変容

出典 6月17日 第26回 産業構造審議会総会資料より

新型コロナウイルスをきっかけとして社会のデジタル化が進展し、オンライン会議や地方居住が進む
など仕事も働き方も大きく変わることが予測されている
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インフラ分野のDX（デジタル・トランスフォーメーション）

○社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータと

デジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公共サービ

スを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土

交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進

すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現

【インフラ分野のDX】

 DXの概念
進化したデジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへと変革すること

「行動」のDX 「知識・経験」のDX 「モノ」のDX

インフラへの国民理解の促進と安全・安心で豊かな生活を実現

社会資本や公共サービス、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革

どこでも可能な現場確認 誰でもすぐに現場で活躍 誰もが簡単に図面を理解
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監督・段階検査の非接触・リモート化（令和２年度遠隔臨場の試行）

○R2.3.2付け、遠隔臨場の試行要領（案）、監督・検査試行要領（案）を策定

○遠隔臨場を取り組みやすく、また効果的に実施するため、R2.5.7付け、“令和2年度の試行方針”を発出。

○R2試行方針においては、 上記に加え、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として実施する場合の費用の考え方を記載

概要

施工状況の確認

映像データを
リアルタイム
に配信・記録

空いた時間は、
自治体との調整
に当てよう！！

机上にて、承認・確認等の監督業務が可能に！！

必要に応じて確認
又は対応を指示

※記録データは、工事
完了時提出。途中、
監督職員から請求が
あった場合は提示。

監督職員等

指定材料の確認 寸法確認（段階確認）

確認・やり取り

音声通話

固定カメラ
ウェアラブル
カメラ

音声通話

机上にて、確認等の監督業務が可能に！！

実施状況

監督員の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す 44



監督・段階検査の非接触・リモート化（令和２年度遠隔臨場の試行）

R2年度の実施方針（R2.5.7）より、以下の通りとする。

施工現場

発注事務所

クラウドサーバー

（発注者）
事務所で確認

（受注者）
ウェアラブルカメラ等で撮影

施工現場

発注事務所

車移動：片道１時間

（受・発注者）
臨場確認

効果のイメージ（例）

従来

遠隔臨場

発注者：移動時間を約４０時間削減
（片道１時間の現場、立会が２０回の工事の場合）

受注者：立会調整にかかる時間を大幅に削減

費用負担の考え方

発注者指定型

受注者希望型

・受注者から遠隔臨場試行の希望があった場合

試行に係る費用は

全額を受注者が負担

・受注者に要請し、試行可能の回答が得られた場合

・新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として

実施する場合

試行に係る費用は

全額を発注者が負担！！
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新技術開発

ICT技術、AI技術

１．今の工事検査方法

>> ICT技術で人が少なくできる

２．ETC
・券を人が手渡ししていた

>> ICT技術で人がいなくてもできる

３．社会資本点検で近接目視

>> 写真やAI技術で人を少なくできる

技術屋に求められる発想

・技術者は一つの技術分野を深く理解する。

・実務者は実務を深く理解する。

・技術も実務も幅広く理解して技術を実務に活かすことが求められる。

>>なぜ今の実務がそうなっているのか（目的）を考えて別の方法もありうるという
発想が大切
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※総務省HPより

５G等を活用した無人化施工技術

同時に多数の
建設機械投入 遠隔地からの操作

高解像度化

５Ｇを活用した無人化施工イメージ

無 線 局遠隔操作室

平成28年熊本地震（阿蘇）における無人化施工

５Ｇを活用した無人化施工技術の現場実証イメージ

○平成6年から、災害復旧工事等の防災の現場において、人が近づけない箇所でも安全に施工するために、
日本独自の技術として、無人化施工技術の開発に継続して取り組んできた。

○一方、現状のWi-Fiを使った無人化施工では、通信容量の不足、通信の遅延、同時接続機器数の制限等
により視認性・操作性等に課題がある。

○ 今後、大容量・低遅延・多数同時接続の特性をもつ5Gを活用した無人化施工を令和2年度に現場試行
○当該技術の向上に引き続き取り組むことで、将来的には月面開発への応用も期待
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試行事例（５G等を活用した無人化施工技術）

5G基地局

5G基地局

自動運転

移動操縦室

現場管理システム
（クラウド）

＜スケジュール＞
2020年3/3～4/24 公募期間
2020年５月下旬 書類審査・ヒアリング
2020年７月２日 審査結果の公表・通知

コンソーシアム構成員： 大林組、日本電気、酒井重工業

試行場所： 静岡県御殿場市（静岡県発注工事）

バックホウ、クローラダンプ、ブルドーザの遠隔操作制御と振動ローラの自動運転。
レーザスキャナによる出来形リアルタイム計測の実施。

・５G通信等を活用して土木又は建築工事における施工の労働生産性の向上を図る技術を公募
・５Gを活用した無人化施工技術について５件応募があり、３件を採択
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ムーンショット目標３．
2050年までに、AIとロボットの共進化により、自ら学習・行動し人と共生するロボットを実現

構想ディレクター（PD）

福田 敏男名城大学 大学院理工学研究科 教授
／ IEEE President and CEO(2020)

研究開発プログラム概要

少子高齢化が進展する中で、危険な現場や人手不足の現場における労働、人類のフロンティア開発、生活の
サポートなど、社会のあらゆる場面においてロボットを活用できるようにすることが重要です。そのためには、AI 
とロボットの共進化によって、自ら学習・行動するロボットを実現することが鍵となります。本研究開発プログラム
では、ロボットの高度な身体性とAIの自己発展学習を両立するAIロボットの実現に向けた研究開発を推進してい
きます。

建設AIの研究開発、小型建設ロボットの開発、ロボット群の協調動作に関する研
究を行うことで、インフラ建設手法を革新し、建設業における人材不足の解消なら
びに生産性向上の実現を目指します。それにより2050年には、建設現場のみなら
ず、極限環境下(月面、被災現場等)におけるインフラ建設を実現します。

研究開発プロジェクト

多様な環境に適応する協調型AIと群ロボットによる
インフラ建設の革新

プロジェクトマネージャー（PM）

永谷 圭司（東京大学大学院工学系研究科 特任教授） 51



平成28年熊本地震（阿蘇）における無人化施工

建設機械の操作室

警戒区域内での無人化施工
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雲仙普賢岳における無人化施工（平成６年から）



Safe area
(Operator room)

Monitor

Remote 
controller

Disaster site

Remote construction 
machineMachine 

operator

Wireless
network

Camera carrier

オペレータが立ち入ることができない、危険地域での作業を行うための施工手法。主に災害現場に
おける復旧情事に適用されている。日本で開発された独自の技術であり、国内でこれまで200件
近くの実績がある。
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ムーンショットが目指す未来～災害現場



○月周回有人拠点(ゲートウェイ)を経由した有人月探査を進める米国主導のプロジェクト
第1段階 2024年までの月南極への有人着陸を実現。
第2段階 2028年までに持続的な月面探査を実現。ゲートウェイの組み立てを継続し、完成形へ

○2019年10月17日 我が国がゲートウェイへの参加を決定

将来的には月面基地
建設への参画も視野

内閣府資料より抜粋・一部加工
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ムーンショットが目指す未来～宇宙へ 「アルテミス計画」



国内企業の構想 月面工事と無人建設工事

○月面工事と宇宙ホテル（大型構造物）

○月面工事と無人建設工事

鹿島、清水建設HPより抜粋、一部加工
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